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１ 工事の目的 

令和元年から新たなごみ処理施設エコパークしおやが稼働を開始し、塩谷広域環境衛生センター

（以下、「旧施設」という。）が稼働停止となったことから、旧施設の速やかな解体工事を目的とす

る。 

 

２ 入札方式 

一般競争入札（総合評価落札方式）とする。 

 

３ 公募方法 

矢板市、さくら市、塩谷町及び高根沢町の掲示板による公告、塩谷広域行政組合（以下、「本組合」 

という。）ホームページへの掲載 

 

４ 工事概要 

⑴ 工 事 名 

塩谷広域環境衛生センター解体工事 

⑵ 工事場所 

栃木県さくら市松島８２３番地 

塩谷広域環境衛生センター 

⑶ 工事期間 

契約日から令和４年３月２２日まで 

⑷ 工事内容 

別紙仕様書によるものとする。 

 

５ 予定価格 

  ８１２，６１０，０００円（消費税抜き） 

 

６ 低入札価格調査制度 

  適用する。 

 

７ 入札参加形態 

  特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）による参加とし、企業体の名称は「○○建

設、△△工業建設工事共同企業体」とする。 

 

８ 入札参加資格 

本組合の平成３１（２０１９）・３２（２０２０）年度入札参加資格審査申請書（建設工事）を提出 

し、入札参加資格を有する者で、参加申請書等提出期限前日までに次に掲げる要件をすべて満たした 
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共同企業体とする。 

【共同企業体の要件】 

⑴ 構成員数は２者とし、結成は自主結成とすること。 

⑵ 構成員の出資比率は３０％以上とする。また、代表者構成員の出資比率はその他の構成員の出資

比率を上回るものとする。 

 ⑶ 各構成員は、本工事において２つ以上の共同企業体の構成員になることができない。 

【共同企業体の構成員の要件】 

 ⑴ 本組合の競争入札参加資格名簿に登録されていること。 

 ⑵ 本組合から指名停止措置を受けていないこと。 

 ⑶ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に該当しないこと。 

⑷ 会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされていないこと。 

⑸ 民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなされていないこと。 

⑹ 会社法（平成１７年法律第８６号）に基づく特別清算の申立てがなされていないこと。 

⑺ 破産法（平成１６年法律第７５号）に基づく破産の申立てがなされていないこと。 

⑻ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に基づ

く暴力団及び同条第６号に基づく暴力団員でないこと。 

【共同企業体代表者の要件】 

⑴ 栃木県建設工事入札資格者名簿の格付基準において「解体工事」の格付「Ａ」ランク以上あ

り、特定建設業の許可を有すること。 

⑵ 栃木県内に本社があること。 

 ⑶ 平成２０年度以降に、地方公共団体が発注する栃木県内のごみ焼却施設の解体工事（建屋及び

プラント設備）を元請け（共同企業体としての実績の場合は、出資比率２０％以上）として完了

した施工実績を有すること。 

 ⑷ 本工事に対応する建設業法の許可業種に係る監理技術者を工事現場に専任で配置すること。 

【その他の構成員の要件】 

 ⑴ 建設業法の「解体工事」の許可を有すること。 

⑵ 矢板市、さくら市、塩谷町又は高根沢町に本社があること。 

 ⑶ 本工事に対応する建設業法の許可業種に係る国家資格を有する主任技術者を工事現場に専任で

配置すること。 

【その他の要件】 

⑴ 下請け業者は、第 1優先を塩谷広域行政組合管内（矢板市、さくら市、塩谷町、高根沢町）、第

２優先は栃木県内とすること。なお、工種により同種業務の業者がなく、やむを得ず栃木県外の

業者と契約する場合又は県外業者と契約の予定がある場合は、理由書を提出し、本組合の承諾を

得ること。 

 

９ 現地確認 
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  現地確認については、次のとおりとする。 

⑴ 現地確認の申請については、下記の申請期限までにメールにて申請すること。 

① 申請期限 

令和２年７月１４日 正午まで 

② 送 信 先 

塩谷広域行政組合 管理課管理係 

E-mail：shioya-kanri@gamma.ocn.ne.jp  

⑵ 現地確認については、下記のとおり実施する。 

 実 施 日  

   令和２年７月１６日から令和２年７月１７日 

   なお、詳細の日時については、令和２年７月１４日午後５時までに現地確認の申請をした者にメ

ールにて回答する。 

 

１０ 質問の受付及び回答 

  質問回答については、次のとおりとする。 

⑴ 質問については、質問書兼回答書（様式１号）に会社名、担当者名、質問事項、電話番号、ＦＡ

Ｘ番号及びメールアドレスを記載のうえ、下記の提出期限までにメールにて送信するものとし、メ

ール以外の方法による質問は受け付けない。なお、質問は仕様書等に関するものに限り、評価基準

及び配点等に関する質問は受け付けないものとする。 

① 提出期限 

令和２年７月２２日 午後５時まで 

② 送 信 先 

塩谷広域行政組合 管理課管理係 

E-mail：shioya-kanri@gamma.ocn.ne.jp  

⑵ 質問に対する回答は、質問書兼回答書により、本組合ホームページに掲載する。 

① 回 答 日 

令和２年７月３１日 午後５時までに掲載する。 

 

１１ 参加申請書等の提出 

⑴ 参加申請 

本入札に参加を希望する者（以下「参加希望者」という。）は、次の書類に必要事項を記入し、提出

すること。 

⑵ 提出書類 

  ① 参加申請書（様式２号） 

  ② 誓約書（様式３号）・・・構成員ごとに添付 

  ③ 建設業許可証明書の写し・・・構成員ごとに添付 

mailto:shioya-kanri@gamma.ocn.ne.jp
mailto:shioya-kanri@gamma.ocn.ne.jp
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  ④ 直近の経営規模等評価結果通知書及び総合評定値通知書の写し・・・構成員ごとに添付 

  ⑤ 会社概要書（様式４号）・・・代表構成員のみ添付 

  ⑥ 配置予定技術者書（様式５号）・・・構成員ごとに添付 

  ⑦ 下請工事における管内建設業者等不活用理由書（様式第６号）・・・県外業者を選定又は選定予 

定の場合のみ添付 

⑧ 特定建設工事共同企業体協定書（様式７号） 

⑨ 委任状（様式８号）・・・その他構成員のみ添付 

⑶ 提出方法等 

① 提出期限 

令和２年８月７日 午後５時まで 

② 提出場所 

栃木県矢板市安沢３６２２番地１ 

塩谷広域行政組合 管理課管理係 

③ 提出方法 

⑵提出書類①から⑨の順に左２箇所をホッチキスで留めることとし、持参又は郵送（書留に限る。）

により提出する。ただし、持参の場合は、午前９時から午後５時までとし、正午から午後１時まで

及び期間中の休日を除く。 

④ 提出部数 

正本１部、副本１部 

⑷ 参加申請書等に対する質問 

参加申請書等の内容について、本組合が参加申請書等を提出した参加希望者に問い合わせを行った

場合、問い合わせを受けた参加希望者は速やかに本組合に対して回答すること。 

⑸ 入札参加資格の確認通知 

入札参加資格の確認については、令和２年８月１４日に代表構成員に入札参加資格確認通知により

通知する。 

 

１２ 総合評価落札方式 

総合評価の方法は、別途定める「落札者決定基準」のとおりとする。 

 

１３ 評価点申請書の提出 

⑴ 技術評価点申請 

本入札への参加希望者は、次の書類に必要事項を記入し、提出すること。 

⑵ 提出書類 

  ① 技術評価点申請書（様式９号） 

  ② 工事全般（様式１０号）・・・代表構成員のみ添付 

  ③ 施工計画（様式１１号）・・・代表構成員のみ添付 
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  ④ 地元貢献（様式１２号）・・・代表構成員のみ添付 

⑤ 配置予定技術者施工実績書（様式１３号）・・・代表構成員のみ添付 

⑥ 配置予定技術者調書（様式１４号）・・・構成員ごとに添付 

⑦ ISO９００１又はISO１４００１の登録証の写し・・・代表構成員のみ添付 

⑧ 建設業労働災害防止協会加入証明書の写し・・・構成員ごとに添付 

⑨ 入札書（別記様式１号）・・・代表構成員のみ提出 

⑩ 工事費内訳書（別記様式２号）・・・代表構成員のみ提出 

 ア 工事費内訳書は入札書と同封すること。 

 イ 工事費内訳書の未提出又は未記入の場合は、入札を無効とする。 

 ウ 工事費内訳書の合計金額（消費税抜き）と入札金額は一致させること。相違する場合は入札 

を無効とする。 

   エ 工事費内訳書の合計金額を算出するに当たり、値引きにより入札金額と一致させているもの 

は無効とする。 

⑶ 提出方法等 

① 提出期限 

令和２年８月２４日 正午まで 

② 提出場所 

栃木県矢板市安沢３６２２番地１ 

塩谷広域行政組合 管理課管理係 

③ 提出方法 

⑵提出書類①から⑧の順に左２箇所をホッチキスで留めることとし、⑨入札書及び⑩工事費内訳

書は封筒に封印の上、持参又は郵送（書留に限る。）により提出する。また、⑵提出書類①から⑧

をＰＤＦ化し、電子媒体に記録したもの（ＣＤ－Ｒ又はＵＳＢメモリ）を持参又は郵送（書留に限

る。）により提出する。ただし、持参の場合は、午前９時から午後５時までとし、正午から午後１

時まで及び期間中の休日を除く。 

④ 提出部数 

正本１部、副本１３部、電子データ１部 

 

１４ プレゼンテーションの場所並びに日時 

 ⑴ 日時 

令和２年８月２７日 

 ⑵ 場所 

栃木県矢板市安沢３６４０番地 

  エコパークしおや 研修室 

 ⑶ その他 

評価点申請書②工事全般、③施工計画、④地元貢献について、プレゼンテーションを実施する。実施方
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法、時間等は別途通知する。なお、プレゼンテーションのプレゼンターは、代表構成員と１年以上雇用

関係のある社員に限る。 

 

１５ 開札の場所並びに日時 

 ⑴ 開札日時 

令和２年８月２７日 

 ⑵ 開札場所 

栃木県矢板市安沢３６４０番地 

   エコパークしおや 研修室 

 ⑶ その他 

   開札時間、開札への立会い等については、プレゼンテーション実施方法と併せて通知する。 

 

１６ 入札及び開札方法 

⑴ 入札書の提出方法については、「１３評価点申請書等の提出の提出 ⑶提出方法等」のとおりと

する。 

⑵ 入札書は必要事項を記入し、代表構成員による記名押印のうえ、工事費内訳書も同封し、封筒に

封印のうえ、提出するものとする。 

⑶ 入札書は、契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額を記載する。 

⑷  入札書に記載した金額に、当該金額の１００分の１０に相当する金額を加算した金額（当該金額

に１円未 満の端数があるときはこれを切り捨てる。）をもって契約金額とする。 

⑸ 入札回数は１回とする。 

⑹ 一度提出した入札書の撤回、訂正等はできない。 

⑺ 入札を辞退する場合は、代表構成員が辞退届（様式１５号）を提出すること。 

   ① 辞退届を直接持参する場合は、開札日前日午後５時までに管理課管理係に提出すること。

ただし、午前９時から午後５時までとし、正午から午後１時まで及び期間中の休日を除く。 

   ② 辞退届を郵送する場合は、開札日前日の午後５時までに管理課管理係に到着するものと

し、この場合は併せて電話連絡をすること。 

 ⑻ 開札にあたっては、開札時には代表構成員の代表者若しくはその代理人を立ち会わせることと

する。なお、代理人が立会う場合については、開札前に委任状（別記様式３号）を職員に提出す

るものとする。 

⑼ 入札保証金は免除する。 

⑽ 入札に当たっては、私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４

号）等に抵触する行為を行ってはならない。 

 

１７ 落札者候補者の決定 

本入札においては、総合評価点の最も高い者を落札者候補者とする。ただし、総合評価点が同点 
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の場合は技術評価点の高い者を落札者候補者とする。技術評価点も同点の場合は、当該者によるく 

じ引きにより落札者を決定する。当該くじ引きについては、別途指定する日時及び場所において行 

うこととする。 

  なお、落札者が決定した際には、落札者となった代表構成員へ落札決定通知（様式１６号）を通 

知する。 

 

１８ 低入札価格調査制度 

⑴ 調査基準価格及び失格基準価格を設定する。 

⑵ 失格基準価格を下回って入札を行った者は、調査することなく失格とする。 

⑶ 落札候補者が、調査基準価格を下回った入札を行った場合は、本組合が行う事情聴取に協力す

ること。 

⑷ 調査の結果、当該契約に適合した工事の履行がなされないと本組合が判断したときは失格と

し、次順位者を落札候補者とする。  

⑸ 前号の場合において、次順位者が調査基準価格を下回る価格で入札を行った者であった場合

は、第３号から前号までの規定を準用する。 

⑹ 調査基準価格の詳細は、「塩谷広域行政組合低入札価格調査制度事務処理要綱」に従い、下記の

計算式による。 

  ① 直接工事費×９７％ 

  ② 共通仮設費×９０％ 

  ③ 現場管理費×９０％ 

  ④ 一般管理費×５５％ 

   以上の合計額（①＋②＋③＋④） 

⑺ 失格基準価格の計算式は次のとおりとする。 

  ① 調査基準価格×９８％ 

 

１９ 契約の締結 

⑴ 本工事の契約は、議会の議決が必要な契約であるため、本組合と落札者は本工事に係る仮契約を

締結し、議会の議決を得たときに契約が成立するものとする。 

⑵ 契約保証金については、本工事の履行を保証するために、契約金額の１００分の１０に相当する

金額を契約締結時に本組合に納付すること。ただし、次の保証を付したときは、契約保証金に代わ

る担保の提供として行われたものとする。 

① 契約保証金に代わる担保となる有価証券等（国債証券、地方債証券）の提供 

② この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払いを保証する銀行又は発注者が確実

と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律

第１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。）の保証 

③ この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証 
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④ 契約保証金に相当する額を保険金額とする履行保証保険の写しを本組合に提出することによ

り契約保証金を免除することができる。なお、履行保証保険契約の締結後、ただちにその保険証

券を本組合に寄託すること。 

⑶ 技術評価点申請書に基づき、下請け業者一覧表を作成し、本組合の承諾を得ること。なお、提出

時に決定していない業者については予定を記載すること。 

⑷ 調査基準価格を下回る価格で適用工事の入札を行った者と契約を締結する場合の契約保証金額

及び契約不適合責任の存続期間 

 ① 契約保証金額は、契約金額の１０分の３以上とする。 

 ② 契約不適合責任の存続期間は、工事目的物の引渡しを受けた日から３年以内とする。 

 

２０ 前払金及び部分払金の支払方法等 

 ⑴ 前払金 

    前払いは、契約金額の１０分の４以内の前払金の支払いを請求することができるものとする。

ただし、１億円を上限とする。 

 ⑵ 中間前払金 

    中間前払いはしない。 

 ⑶ 部分払金 

    部分払いは、各年度に１回とする。ただし、当該会計年度における請負代金額の支払い限度額

以内とする。 

 ⑷ 支払限度額等 

    本業務は２ヶ年の継続事業であるので、総業務費に対する支払限度額及び出来高部分等予定額

の各会計年度の割合は、次のとおりとする。 

   ア 支払限度額の割合 

      各会計年度の金額の支払限度額は、当該会計年度の出来高部分等予定額の１０分の９に相

当する額の範囲内とする。 

   イ 出来高部分等の予定額の割合 

      令和２年度 総業務費の１９．７％ 

      令和３年度 総事業費から令和２年度の支払額を差し引いた額 

 

２１ 情報公開 

⑴ 総合評価に関する審査結果については、本契約締結後に本組合ホームページに掲載する。 

⑵ 提出された参加申請書等及び技術評価点申請書は、原則非公開とする。ただし、本組合が必要と

認めた場合、参加申請書等及び技術評価点申請書の全部又は一部を公表できるものとする。 

 

２２ 日程 

項 目 日 程 
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入札の公告及びHPへの掲載 令和２年７月８日 

現地確認の申請期限 令和２年７月１４日 正午まで 

現地確認 令和２年７月１６～１７日 

質問の提出期限 令和２年７月２２日 午後５時まで 

質問に対する回答 令和２年７月３１日 

参加申請書の提出期限 令和２年８月７日 午後５時まで 

参加資格確認結果通知 令和２年８月１４日 

評価点申請書、入札書の提出期限 令和２年８月２４日 正午まで 

プレゼンテーション 令和２年８月２７日 

開札 

令和２年８月２７日 

ただし、入札において調査基準価格を下回った場合、

低入札価格調査を実施 

落札決定通知 令和２年９月上旬 （予定） 

仮契約の締結 令和２年９月中旬 （予定） 

議会の議決（契約締結） 令和２年１０月６日 （予定） 

 

２３ その他 

⑴ 参加希望者が次のいずれかの事項に該当する場合は、失格とする。 

① 提出先、提出期限、提出方法に適合していないもの 

② 指定する様式及び記載上の留意事項に示された条件に適合しないもの 

③ 記載すべき事項の一部及び全部が記載されていないもの 

④ 提出書類への虚偽記載、その他公正な競争の妨げになる行為、事実があったと本組合が 

判断した場合 

⑤ 参加申請書等を提出した者が業者選定委員又は関係者と本工事に関する接触を求めた場 

 合 

⑥ その他、本説明書に違反した場合 

⑵ 本組合が受領した後の書類の追加、差し替えは認めない。 

⑶ 提出書類は審査に必要な範囲において複製することができるものとし、返却はしない。 

⑷ 書類の作成、提出及び説明等に係る費用は、参加希望者の負担とする。 

 

２４ 事務局（担当部署） 

  栃木県矢板市安沢3622番地1 

塩谷広域行政組合 管理課管理係 

TEL0287－48－2760 

FAX0287－48－0463 

E-mail：shioya-kanri@gamma.ocn.ne.jp  

mailto:shioya-kanri@gamma.ocn.ne.jp

